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無形固定資産仮勘定 1,850,374,283

固 定 資 産 合 計

投 資 そ の 他 の 資 産

破 産 更 生 債 権

129,214,000

18,958,050,385

12,292,625,452

21,776,707,191

348,396,571,706

投 資 そ の 他 の
資 産 合 計

(3)

出 資 金

543,990,388△     

307,661,814,130

45,791,154,040

843,527,448

減 価 償 却 累 計 額

(2)

令和５年度札幌市水道事業予定貸借対照表

（令和６年３月31日）

有 形 固 定 資 産

固 定 資 産

(1)

資　　産　　の　　部

（単位　円）

9,199,502,075

11,643,063,746

33,137,770,844△  

土 地

建 物 27,458,817,355

485,774,252,505

18,259,315,280△  

221,025,787,907

18,460,120,201

減 価 償 却 累 計 額

51,597,891,045

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

264,748,464,598△ 

無 形 固 定 資 産

ダ ム 使 用 権

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

電 話 加 入 権

車 両 運 搬 具

工具、器具及び備品

有形固定資産合計

建 設 仮 勘 定

減 価 償 却 累 計 額

リ ー ス 資 産

減 価 償 却 累 計 額

115,038,050△     

3,049,973,710

1,821,500,559△   

14,175,950

1,228,473,151

299,537,060

貸 倒 引 当 金

2,378,822

3,771,058

3,428,992△     

引 当 資 産

16,653,575,690

その他無形固定資産 430,899,320

水 道 施 設 更 新
積 立 運 用 金

無形固定資産合計

4,500,000,000

地 上 権

4,983,739,673

20,822,270
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35,029,615△    

253,166,472

10,442,413,710

4,053,661,061

5,000,000

(1)

流 動 資 産

現 金 預 金

未 収 金

(3)

貸 倒 引 当 金

固 定 負 債

49,664,095,825

(2) リ ー ス 債 務

43,632,000

固 定 負 債 合 計

引 当 金 4,983,739,673

未 払 金

流 動 負 債

(1) 企 業 債 5,870,210,000

(3)

流 動 負 債 合 計 13,673,695,949

574,453,964

366,452,532,674

5,741,720,825

未 払 費 用

リ ー ス 債 務 75,620,000

資 産 合 計

負　　債　　の　　部

370,868,000

(5)

(7) 997,191,160

(1)

18,055,960,968

3,589,915,812

(4)

貯 蔵 品

(2)

流 動 資 産 合 計

前 払 費 用

54,901,001,970

(4)

企 業 債

前 受 金

預 り 金

(3)

(2)

(6) 引 当 金



5

イ

ロ

ハ

ニ

ホ

ヘ

6

7

イ

ロ

16,291,185,125

資　　本　　の　　部

8,695,506,309

111,453,069,391

収 益 化 累 計 額

収 益 化 累 計 額

5,634,376,129△   3,061,130,180

19,244,245,915

収 益 化 累 計 額

42,878,371,472

国庫（道）補助金

一 般 会 計 補 助 金

加 入 金

負 担 金

加 入 金 810,660,436

資 本 金

繰 延 収 益

(1) 長 期 前 受 金

13,737,969,393△  14,597,819,858

28,335,789,251

38,460,281,759

22,169,096,634△  

12,677,063,240

8,459,458,941△   4,217,604,299

877,948,782資 本 剰 余 金 合 計

受 贈 財 産 評 価 額

4,680,194,210

剰 余 金

678,200△         

14,564,051,705△  

31,116,000

(1)

67,288,346

資 本 剰 余 金

217,271,055,714

30,437,800

長 期 前 受 金 合 計

繰 延 収 益 合 計

42,878,371,472

負 債 合 計

受 贈 財 産 評 価 額

その他長期前受金

収 益 化 累 計 額

収 益 化 累 計 額

収 益 化 累 計 額



負 債 資 本 合 計 366,452,532,674

利 益 剰 余 金 合 計 36,850,458,787

剰 余 金 合 計

254,999,463,283

37,728,407,569

資 本 合 計

ロ
当 年 度 未 処 分 24,750,458,787
利 益 剰 余 金

イ
水 道 施 設 12,100,000,000
更 新 積 立 金

(2) 利 益 剰 余 金



　注記

１ 重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 資産の評価基準及び評価方法

たな卸資産

貯蔵品　移動平均法による原価法（貸借対照表価額は、収益性の低下に基づく帳簿価額

切下げの方法により算定している。）

(2) 固定資産の減価償却の方法

イ 有形固定資産（リース資産を除く。）

(ｲ) 減価償却の方法

定額法。ただし、取替資産（量水器）については、帳簿原価の100分の50に達する

まで定額法により行っている。

(ﾛ) 主な耐用年数

ロ 無形固定資産（リース資産を除く。）

(ｲ) 減価償却の方法

(ﾛ) 主な耐用年数

ハ リース資産

(ｲ) 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用している。

(ﾛ) 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用している。

－20－

建物

構築物

機械及び装置

車両運搬具

工具、器具及び備品 ４～15

固定資産 耐用年数（年）

地上権

ダム使用権

その他無形固定資産 ５

55

５

固定資産 耐用年数（年）

38～50

38～60

８～20

４～５

定額法



(3) 引当金の計上方法

イ 貸倒引当金

る。

ロ 退職給付引当金

に相当する額を計上している。

ハ 賞与引当金

額を計上している。

(4) その他会計に関する書類の作成のための基本となる重要な事項

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式により行っている。

る。

２ 予定キャッシュ・フロー計算書等に関する注記

重要な非資金取引の内容

(1) ファイナンス・リース取引による資産の取得

当事業年度に新たに計上したファイナンス・リース取引に係る資産の額は

148,850,000円、負債の額は163,736,000円である。

(2) 受贈による財産の取得

当事業年度に受け入れた資産の額は、46,308,000円である。

３ 予定貸借対照表等に関する注記

なし。

４ セグメント情報に関する注記

水道事業の単一セグメントである。

５ 減損損失に関する注記

なし。

なお、控除対象外消費税等については、当事業年度の費用として会計処理を行ってい

債権の不納欠損による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上してい

職員への退職手当の支給に備えるため、当事業年度末における退職手当の要支給額

職員への期末手当及び勤勉手当の支給並びに関係する法定福利費の支出に備えるた

め、当事業年度末におけるこれらの支給見込額に基づき、当事業年度の負担に属する



６ リース契約により使用する固定資産に関する注記

リース取引の処理方法

７ その他の注記

退職給付引当金の取崩し

令和５年度において、退職手当として158,750,000円を支給するため、退職給付引当金

158,750,000円を取り崩して使用する。

ファイナンス・リース取引については、原則として通常の売買取引に係る方法に準じて

－22－

引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っている。

会計処理を行うが、リース料総額が300万円以下の所有権移転外ファイナンス・リース取


